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第１ 国民健康保険運営方針に関する基本的な事項 
 

１．国民健康保険運営方針策定の目的 
（１） 市町村国保の現状と課題 

市町村が運営する国民健康保険（以下「市町村国保」という。）は、被用者保険に加入す

る者等を除く全ての者を被保険者とする公的医療保険制度であり、国民皆保険の最後の砦

ともいえるものです。 

しかし、その財政運営を市町村単位としている現状においては、全国的に次のような構造

的な問題を抱えています。 

・被保険者数が 3,000 人未満の小規模保険者が多数存在し、そうした小規模保険者では財

政が不安定となりやすいこと。 

・小規模保険者の数は過疎化により今後増加が見込まれること。 

・被保険者の年齢構成や所得分布は市町村間において差異が大きいこと。 

・医療機関の偏在によって医療給付費の格差が生じていること。 

一方、被保険者側からみれば、保険給付は全国共通であるものの、保険料（税）は市町村

ごとに大きく異なり、不公平感があります。 

これは、上記の構造的な要因に加え、市町村によって、保険料（税）の算定方式が異なる

こと、健康づくりなどの保健事業や医療費適正化の取組に違いがあること、収納率が低い場

合、他の被保険者に負担が転嫁されること、保険料（税）の上昇を抑制するため一般会計か

らその財政状況に応じ法定外繰入をする場合があること等によるものです。 

こうした問題に対しては、保険財政の安定化や保険料（税）の平準化を図る観点から、こ

れまでも医療給付費の多寡や所得の差異に着目した国、都道府県及び市町村による公費投

入、医療保険制度全体あるいは市町村国保間での財政調整などによって対応されてきまし

たが、いまだ十分とは言えない状況にあります。 

また、財政運営と同様に、国民健康保険の事業運営についても、その単位を市町村として

いることから、市町村によって保険料（税）徴収や保険給付などの事務処理の実施方法にば

らつきがあり、また、事務処理の共同処理や広域化による効率的な事業運営につながりにく

いという課題があります。 

こうした問題に対しては、事業運営の効率化・標準化の観点から、これまでも保険者事務

の共通化、医療費適正化対策の共同実施、収納対策の共同実施などによって対応してきまし

たが、更なる取組の推進が求められる状況にあります。 

 

（２）改正法による国保の都道府県単位化 

このような現状を改善し、国民皆保険を支える重要な基盤である国民健康保険制度の安

定的な運営が可能となるよう、第 189 回通常国会において成立した「持続可能な医療保険制

度を構築するための国民健康保険法等の一部を改正する法律（平成 27 年法律第 31 号）」（以

下「改正法」という。）において、国民健康保険への財政支援の拡充を行うことにより財政
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基盤を強化するとともに、平成 30年度から、都道府県が、市町村とともに国民健康保険の

運営を担い、国民健康保険の財政運営の責任主体として、安定的な財政運営や効率的な事業

の確保などの事業運営において中心的な役割を担うことにより、国民健康保険制度の安定

化を図ることとされたところです。 

都道府県及び市町村においては、引き続き財政運営の安定化を図りつつ、今後は国民健康

保険の都道府県単位化の趣旨の深化（法定外繰入等の着実な解消、保険料（税）水準の統一

に向けた議論、医療費適正化の更なる推進など）を図るとともに、人生 100 年時代を見据

え、予防・健康づくり事業の強化を図ることが求められます。 

 

（３）国民健康保険運営方針の必要性 

平成 30 年度以降の新制度においては、都道府県が財政運営の責任主体として中心的な役

割を担うこととされている一方、市町村においても、地域住民と身近な関係の中、資格管理、

保険給付、保険料（税）率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるきめ細かい事業

を引き続き担うこととされています。 

そこで、新制度においては、都道府県とその管内の各市町村が一体となって、財政運営、

資格管理、保険給付、保険料（税）率の決定、保険料（税）の賦課・徴収、保健事業その他

の保険者の事務を共通認識の下で実施するとともに、各市町村が事業の広域化や効率化を

推進できるよう、都道府県が管内の統一的な国民健康保険の運営方針（以下「国保運営方針

という。」）を定め、これに基づいて国民健康保険の安定的な運営を図っていくものとされま

した。 

本県においても、対象期間を平成 30 年 4 月１日から令和 3 年 3 月 31 日までとする「第

一期和歌山県国民健康保険運営方針」（以下「第一期国保運営方針」という。）を平成 30 年

1 月 16 日に策定し、国民健康保険の安定的な運営を図っていくものとしました。 

今後、都道府県においては、県内の国民健康保険制度の「望ましい均てん化」を図るため、

一層主導的な役割を果たすことが重要であり、対象期間を令和 3年 4月 1日から令和 6年 3

月 31 日までとする「第二期和歌山県国民健康保険運営方針」を策定することとします。 

 

２．策定の根拠規定 
 国民健康保険法（昭和 33 年法律第 192 号。以下「法」という。）第 82 条の２ 

 

３，策定年月日 
 令和 3年 3月 31 日 

 

４．第二期和歌山県国民健康保険運営方針が対象とする期間 
 令和 3年 4月 1日から令和 6年 3月 31 日までの３年間 

 

５．PDCA サイクルの実施 
 国保運営方針に基づき国民健康保険事業を実施するに当たっては、安定的な財政運営や、
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市町村が担う事業の広域的・効率的な運営に向けた取組を継続的に改善するため、事業の実

施状況を定期的に把握・分析し、評価を行うことが必要です。 

 県は、毎年、市町村が行う国民健康保険事業の実施状況について把握・分析し、評価を行

い、必要に応じて指導・助言を行います。 

また県は、これらの結果に加えて、市町村連携会議及び作業部会（P51）及び和歌山県国

民健康保険運営協議会における運営方針の記載事項に関する取組状況の報告・議論を踏ま

えて、3年ごとに国保運営方針の見直しを行うものとします。 
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第２ 国民健康保険の医療に要する費用及び財政の見通し 
 

１．趣旨 
本章では、本県における市町村ごとの保険料（税）、財政状況の現況などのほか、県全体

の国民健康保険における医療費の動向や、将来の国民健康保険財政の見通しを示し、その要

因について分析します。 

その結果を参考に、データヘルス計画の策定、重症化予防等も含めた医療費適正化の取組

など、中長期的に安定的な国保財政を運営していくための取組を推進し、持続可能な国保運

営に努めます。 

 

２．現況と将来の見通し 
（１）国保世帯と被保険者の現況 

 本県の市町村国保については、60 歳以上の高齢者の割合、無職の割合が高い傾向にあり、

平均所得は全国平均よりも低い状況にあります。 

 

① 国保被保険者の状況 

 県内市町村国保の平成 30 年度末における保険者数は、9市、20町、1村の合計 30 保険

者で、国保世帯数は約 15万 1 千世帯、被保険者数は約 25 万人となっています。また、0

歳から 74歳の人口に対する被保険者数の割合は 33.0％となっています。 

  国保世帯数、被保険者数については、減少傾向にあります。 

  また、被保険者の加入率についても減少傾向にありますが、全国平均よりも割合が高い

傾向にあります。 

 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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（出典：平成 25～30 年度 国民健康保険実態調査（各年度 9月末現在）、 

平成 25～30 年度 10月 1日現在総務省人口統計） 

 

② 被保険者の年齢構成 

  県内市町村国保の被保険者の年齢階層別加入状況については、退職等に伴う国保加入

者が増加する 60 歳以上の加入者の割合が全体の 53.6％と多く、また、60～74 歳の県人

口のうち、66.2％が国保加入者となっています。 

 

（出典：国民健康保険実態調査） 
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③ 国保世帯主の職業別世帯構成割合 

  県内市町村国保においては、全国平均と同様に無職の割合が 42.1%と最も高く、次いで

健康保険の適用がない小規模事業所等の被用者の割合が 32.2%となっています。 

  また、全国平均と比較すると、農林水産業に占める割合が高い傾向にあります。 

 

 

（出典：国民健康保険実態調査） 

 

④ 市町村別の国保被保険者加入状況 

  0 歳から 74 歳の人口に対する県内市町村国保の加入率については、県平均で 33.0％で

あり、紀南地域の市町村は比較的加入率が高い傾向にあります。 

 

 

 （出典：国民健康保険事業年報・和歌山県推計人口） 

※国保被保険者加入率：平成 30 年 10 月 1 日現在の和歌山県の推計人口から平成 30 年 9 月末現在の後期高齢者医療

制度の被保険者数を除した人数に対する平成 30 年 9月末現在の国保被保険者の割合 
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⑤ 国保世帯の平均所得 

  県内市町村の国保世帯の平均所得については、全国平均よりもかなり低い傾向にあり

ましたが、平成 30年度に差が縮小しました。 

 

 

 （出典：平成 25～30 年度国民健康保険実態調査） 

 ※各年度の平均所得は前年の 1月～12 月までの所得 

 

また、旧ただし書き方式による課税標準額の被保険者１人当たり額についてみると、県

内市町村ごとで約 2.2 倍の格差が生じています。また全国平均と比べると、かなり低い状

況となっています。 

 

（出典：国民健康保険実態調査） 
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（出典：国民健康保険実態調査） 

 

⑥ 市町村別の国保保険料（税）法定軽減世帯の割合 

  県内市町村国保の法定軽減世帯の割合は、県平均で 61.6％と高い傾向にあります。 

市町村間の格差があり、北山村の割合が最も高く、みなべ町の割合が最も低くなってい

ます。また、１人当たり所得が高い市町村は、法定軽減世帯の割合は低く、一方、１人当

たり所得が低い市町村は、法定軽減世帯の割合が高くなる傾向にあります。 

 

 

（出典：国民健康保険実態調査） 
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（２）医療費の動向 

  １人当たり医療費は、全国平均より若干高く、増加傾向にあります。 

  市町村別に見ると、各種要因により格差が生じています。 

 

① 医療費の状況 

  本項では、医療費は療養諸費額とします。 

  県内市町村国保の平成 30年度医療費（=療養諸費）は、約 946 億円で、内訳としては入

院外 37.3％、入院 36.6％、薬剤の支給 15.1％の順で高くなっており、負担区分では、保

険者負担分が 72.9%を占めています。 

 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 

平成30年度療養諸費　(市町村分)
単位：千円

一般被保険者分 退職者医療分
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② 医療費の推移 

  県内市町村国保に係る医療費の推移については、平成 27 年度は、C 型肝炎新薬が保険

適用された影響等により平成 26 年度と比べ約 26億円の増加となりましたが、平成 28年

度以降は被保険者数の減少を受けて減少しています。 

 

 
（出典：国民健康保険事業年報） 

 

③ １人当たり医療費の推移 

  県内市町村国保の１人当たり医療費については、増加傾向にあり、全国平均より若干高

い傾向にあります。 

 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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④ 一般と退職にかかる１人当たり医療費の推移 

  県内市町村国保の一般被保険者と退職被保険者等に係る医療費については、退職被保

険者等に係る医療費が高い傾向にあります。 

 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 

 

⑤ 各市町村別の１人当たり医療費 

  県内市町村国保の１人当たり医療費については、医療機関の偏在や医療費抑制への取

組、年齢構成の差異等により、約 1.8 倍の格差が生じています。 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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⑥ 本県における１人当たり診療費の状況（５歳ごとの年齢階層別、全年齢階層）  

本県では、10歳から 14歳までの階層において、１人当たり診療費が最低の約７万１千

円、その後加齢とともに上昇し、70歳以上の区分で最高の約 49万円、全年齢平均の１人

当たり診療費は約 31 万 7千円となっています。 

 

 
（出典：平成 30 年度 KDB データより抽出） 
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⑦ 疾病分類別医療費 

  本県の平成 30年度における疾病分類別医療費の割合を見ると、「新生物」「循環器系の

疾患」「筋骨格系及び結合組織の疾患」「内分泌、栄養及び代謝疾患」で 50％近くを占め

ており、続いて「尿路性器系の疾患」「精神及び行動の障害」と続いています。 

 

 

 

（出典：平成 30 年度 KDB データより抽出） 
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（３）国保保険料（税）の現況 

 国保保険料（税）は横ばい傾向となっています。また、収納率は全国平均よりは高いもの

の、都市部と町村部との格差が生じています。 

 

① 国保保険料（税）の１人当たり調定額 

  県内市町村国保の保険料（税）の１人当たり調定額については、全国平均よりも低い状

況が続いています。 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 

 

② 市町村別の国保保険料（税）の１人当たり調定額 

  県内市町村国保の１人当たり調定額については、１人当たり医療費、年齢構成、所得分

布等の差異により、約 1.8 倍の格差が生じています。 

 
（出典：国民健康保険事業年報） 
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③ 国保保険料（税）の収納率 

  県内市町村国保の保険料（税）の収納率については、全国平均よりも高い傾向にありま

す。平成 20 年度に後期高齢者医療制度が創設されたことに伴い、納付意識が高い 75 歳

以上の方が国保から外れたことと、世界的な経済不況による影響により収納率が大きく

低下していましたが、近年は上昇傾向が続いています。 

 
（出典：国民健康保険事業年報） 

※収納率は、居所不明分調定額を控除した調定額で算出 

※介護納付金分及び後期高齢者支援金分を含む 

 

④ 市町村別の国保保険料（税）の収納率 

 県内市町村国保の保険料（税）の収納率については、年齢構成及び所得分布等の差異によ 

り、都市部を中心に収納率が比較的低い傾向にあります。 

 

（出典：国民健康保険実施状況報告） 
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⑤ 市町村規模別の国保保険料（税）の収納率 

  県内市町村国保の年度平均被保険者数による規模別状況については、規模が小さい市

町村の収納率が高い傾向にあります。 

 

（出典：国民健康保険実施状況報告） 

 

 

（４）国保財政の現況 

国保財政の収支については、平成２７年度及び３０年度の公費拡充を受けて改善傾向に

ありますが、当該年度の収入である保険料（税）や保険給付費等交付金に加えて基金の取崩

や繰越金により収支を均衡させている市町村もみられます。 

 

① 収支状況 

  県内市町村国保の国保事業会計の収支状況（形式収支：収入総額－支出総額）は、平成

22 年度より黒字に転じ、その後も改善が見られていますが、被保険者の高齢化、低所得

者層の増加等制度の抱える構造的な問題により、国民健康保険をとりまく情勢は厳しい

ものと予想されます。 

   

（出典：国民健康保険事業年報） 
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② 市町村国保の収支の推移 

  単年度収支差（経常収支差）及び決算補填等のための繰入金を除いた場合の精算後単年

度収支差引額ともに平成２７年度以降の公費拡充を受けて改善傾向にあります。 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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③ 市町村別の収支状況 

  平成 30 年度収支差引合計額が赤字となった団体は１団体で、赤字額は約 39 百万円と

なっています。 

 ただし前年度からの繰越金や基金繰入等により、収支差引合計額が黒字となっている

場合もあることから、基金繰入や決算補填等のための繰入金を除いた場合の精算後単年

度収支差引額が赤字となっている場合は財政運営に留意する必要があります。 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 

 

④ 市町村別の実質的な単年度収支 

  基金繰入や決算補填等のための繰入金を除いた場合の精算後単年度収支差引額が赤字

となった団体は、12 団体ですが、平成３０年度は国庫支出金の精算額が多額であったこ

とに留意が必要です。 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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⑤ 市町村別の１人当たり一般会計繰入金 

  県内市町村国保の１人当たり一般会計繰入金については、低所得者への保険料（税）軽

減の財源に充てる保険基盤安定制度や職員給与費等といった法定繰入と、保険料（税）の

負担緩和や決算補填等といった法定外繰入があり、特に法定外繰入については、市町村間

における差が大きくなっていますが、法定外繰入（決算補填等）については、改善傾向に

あります。 

 

 

 

 

（出典：国民健康保険事業実施状況報告） 
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参考：一般会計繰入金の分類

法定繰入 保険基盤安定制度、職員給与費等の法令により繰入が定められているもの

法定外繰入 決算補填等 保険料（税）の収納不足、医療費の増加、

保険料（税）の負担緩和を図る等のためのもの

決算補填等以外 保険料（税）の減免、地方独自事業の波及増補填、

保健事業費、直営診療施設の充当等のためのもの  

⑥  基金残高の推移 

市町村計の基金残高は平成２７年度以降の公費拡充を受けて増加傾向にありますが、 

積立てができない団体も存在します。 

 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 

 

 

（出典：国民健康保険事業年報） 

4,880

4,287 3,980 4,349
4,985 6,575

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

7,000

8,000

9,000

10,000

Ｈ２５ Ｈ２６ Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

百万円

年度末

基金残高の推移 （市町村分）

0 

511 

589 

912 

0 

506 

150 

244 

448 

11 

221 
130 108 

402 

112 

509 

136 
195 

46 
92 151 

33 

303 

390 

182 

48 
5 0 

84 

55 

0

200

400

600

800

1,000

和
歌
山
市

海
南
市

橋
本
市

有
田
市

御
坊
市

田
辺
市

新
宮
市

紀
美
野
町

紀
の
川
市

岩
出
市

か
つ
ら
ぎ
町

九
度
山
町

高
野
町

湯
浅
町

広
川
町

有
田
川
町

美
浜
町

日
高
町

由
良
町

日
高
川
町

み
な
べ
町

印
南
町

白
浜
町

上
富
田
町

す
さ
み
町

串
本
町

那
智
勝
浦
町

太
地
町

古
座
川
町

北
山
村

百万円
平成３０年度 各市町村別の基金残高（年度末）



21 
 

⑦ 平成 30 年度収支状況の割合 

  収入項目では、県支出金 66.4％、保険料（税）18.9％、が主要な収入となっています。

一方支出項目では、保険給付費が 69.0％、事業費納付金が 26.6％を占めています。 

 

 

   

 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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（５）国民健康保険の将来見通し 

 国民健康保険の将来見通しについて、第一期国保運営方針の対象期間である令和 2 年度

に加え、いわゆる団塊の世代が後期高齢者医療制度に移行した後の令和 7 年度までにおけ

る、「被保険者数」「１人当たり医療費」「医療費総額」について推計します。 

 

 ① 被保険者数 

  県全体の人口減少が今後も継続することと、いわゆる「団塊の世代」が令和 7年までに

後期高齢者医療制度へ移行することから、国保加入者は減少を続け、平成 30 年度には 25

万 7 千人であったものが、令和 7 年度には 21 万 3 千人程度になるものと見込まれます。 

  

② １人当たり医療費 

  医療技術の高度化などにより、一人当たり医療費の増加は今後も続くと見込まれ、令和

7年度には 44万 1千円程度になるものと見込まれます。 
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 ③ 医療費総額 

  １人当たり医療費は増加するものの、被保険者数の減少が続くことに加え、団塊の世代

が後期高齢者制度に移行することから、医療費総額は当面は減少していくものと見込ま

れるものの、令和４年度を底に増加に転じるものと見込まれます。 

 

 

 

＜国保財政の将来推計における推計方法＞ 

下記の①～③について、各市町村分を推計し、その合計値を県全体の推計値とする。 

 

①被保険者数（各年度 9月末） 

国立社会保障・人口問題研究所の 5歳階級別推計人口×国保加入率 

国保加入率＝令和元年 9 月末年齢階層別被保険者数÷住民基本台帳人口（令和 2 年 1

月 1日現在）を固定して使用 

②１人当たり医療費 

令和元年度の医療費実績を基礎とし、平成 29 年度～令和元年度の伸び率の平均値を用

いて計算 

③医療費総額 

 各年度における被保険者数×1人当たり医療費（①×②） 
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３．財政収支の改善に係る基本的な考え方 
国保財政を安定的に運営していくためには、国保が一会計年度単位で行う短期保険であ

ることに鑑み、原則として、必要な支出を保険料（税）や国庫負担金等により賄うことによ

り、国保特別会計において収支が均衡していることが重要です。 

 しかし、実際には、決算補填等を目的とした法定外の一般会計繰入や前年度繰上充用が行

われている市町村が存在しており、当該市町村の被用者保険被保険者にとっては、被用者保

険に加えて一般財源による税による負担の、二重に負担している状況となっています。 

 法定外の一般会計繰入の内訳についてみてみると、①決算補填等を目的としたもののほ

か、②保健事業に係る費用についての繰入などの決算補填等目的以外のものがあります。 

 市町村国保特別会計において、解消又は削減すべき対象としての法定外の一般会計繰入

とは、前記①を指すものであり、各市町村の政策により積極的に行われている前記②につい

ては、解消・削減すべき対象とは言えません。 

 また、県国保特別会計も同様に、原則として、必要な支出を国保事業費納付金や国庫負担

金等により賄うことにより、収支が均衡していることが重要となります。 

 その際、同時に、県内の市町村における事業運営が健全に行われることも重要であるた

め、県国保特別会計において、必要以上に黒字幅や繰越金を確保することのないよう、また、

逆に各年で保険料（税）水準が過度に上下することを避けるよう、市町村の財政状況をよく

見極めた上で、バランスよく財政運営を行っていく必要があります。 

 

４．赤字解消・削減の取組、目標年次等 
市町村において行われている決算補填等を目的とする一般会計繰入や前年度繰上充用に

ついては、今回の国保改革において、国の財政支援措置の拡充と県から保険給付に要した費

用を全額交付する仕組みの中で、解消が図られる見通しとなっていますが、収納率の向上や

医療費適正化の取組にあわせ、保険料（税）の適正な設定等により、当該市町村の事情も踏

まえた上で、被保険者に対して過度の激変が生じないよう配慮しながら計画的・段階的な解

消が図られるよう、県と市町村が十分協議を行った上で、赤字保険者ごとに赤字削減・解消

のための基本方針、実効的・具体的な取組内容（保険料（税）率の改定、医療費適正化、収

納率向上対策の取組等）、赤字解消の目標年次及び年次毎の計画を別途定めることとし、令

和 5 年度までに県内全ての市町村において決算補填等を目的とする一般会計繰入を解消す

ることを目指します。  

 

５．財政安定化基金の運用 
国民健康保険事業の財政の安定化のため、給付増や保険料（税）収納不足により財源不足

となった場合に備え、市町村において決算補填を目的とした法定外の一般会計繰入を行う

必要がないよう、県に財政安定化基金を設置し、県及び市町村に対し、貸付又は交付を行う

こととされています。 

 市町村の収納不足が生じた場合の財政安定化基金の交付については、市町村の収納意欲



25 
 

の低下を招くことがないよう「特別な事情」がある場合に限定されていますが、「特別な事

情」の基本的な考え方及び交付額については以下の通りとします。 

 

【「特別な事情」の基本的な考え方】 

① 多数の被保険者の生活に影響を与える災害（台風、洪水、噴火等）の場合 

② 地域企業の破綻や主要産物の価格が大幅に下落する等により地域の産業に大きな影響

が生じた場合 

③ その他、上記に類するような大きな影響が多数の被保険者に生じた場合 

 

【交付額】 

 収納不足額の１／２以内とします。 

 

※「特別な事情」の具体的な判断や交付額の割合については、「特別な事情」や元々の収納              

率の設定状況等に応じて、当該「特別な事情」が発生した市町村の意見を踏まえ適切に決

定します。 

  

なお、交付を行った場合には、国、県及び市町村がそれぞれ３分の１ずつ基金に補填する

こととされていますが、このうち、市町村が行う補填については、交付を受けていない他の

市町村の負担を考慮し、当該交付を受けた市町村が補填することを基本とします。 

 しかしながら、「特別な事情」の内容によっては、全市町村で按分する場合も考えられ、

その際には、すべての市町村の意見を踏まえ県が按分方法を決定することとします。 

  

※「特別な事情」の状況によっては、国の特別調整交付金や県繰入金により、各市町村に 保

険給付費等交付金を交付することが可能な場合もあります。 

 

 さらに、令和 5年度までの特例として、新制度への移行に伴う保険料（税）の激変緩和措

置など、改正法の円滑な施行のために必要な資金の交付に充てることができることとなり

ます。 

 基金による激変緩和措置については、「第３ 市町村ごとの標準保険料（税）の算定方法

に関する事項」の「１３．激変緩和措置」で定めます。 
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第３ 市町村ごとの標準保険料（税）の算定方法に関する事項 
  

１．趣旨 
現状、国保の保険料（税）は様々な要因により差異が生じているため、他の市町村の保険

料（税）水準との差を単純に比較することは困難な状況にあります。 

こうした課題に対し、平成 30年度以降、県が市町村標準保険料（税）率を示すことによ

り、標準的な住民負担の「見える化」を図ります。 

具体的には、県は、標準的な保険料（税）算定方式や市町村規模等に応じた標準的な収納

率等、市町村が保険料（税）率を定める際に必要となる事項の標準を定めるとともに、当該

標準設定に基づき、市町村標準保険料（税）率を算定します。また、県は、全国一律の算定

方式により、県内の全ての市町村の保険料（税）率の標準的な水準（都道府県標準保険料（税）

率）を示すことにより、都道府県間の住民負担の「見える化」を図り、他の都道府県との比

較ができる状態の中で、あるべき保険料（税）水準を考えることが可能となります。 

本章では、将来的な保険料（税）負担の平準化を進めるための本県における１つの指標と

して、保険料（税）の標準的な算定方法を定めます。 

 
※都道府県は、法第 82 条の３第４項に基づき、遅滞なく、これらの標準保険料（税）率を公表するよう努めることとさ

れています。 

 

２．現状の把握 
（１）各市町村の保険料（税）算定方式（医療分） 

令和 2 年度現在、各市町村における保険料（税）算定方式は、3 方式（所得割、均等割、

平等割）が 6保険者（和歌山市、橋本市、紀の川市、湯浅町、すさみ町、北山村）、その他

の 24保険者が 4方式（所得割、資産割、均等割、平等割）となっています。 

 

（２）応能割と応益割の割合 

 市町村の賦課割合については以下の通りで、平均すると応能割が若干高くなっています。 

 

平成 30 年度賦課状況における市町村の賦課割合（一般医療分） 

  応能割       応益割 

所得割 資産割  均等割 平等割 

市町村計 52.8% 45.8％ 7.0％ 47.2％ 30.3％ 16.9％ 

（出典：国民健康保険事業年報） 
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（３）賦課限度額の設定状況 

 賦課限度額については、国保法に基づき政令に定める額を上限として賦課限度額を定

めることとされています。 

令和 2年度現在、全ての市町村が法定額と同額の賦課限度額を設定しています。 

区分 法定額 
法定額と同額

の市町村数 

法定額を下回る

額の市町村数 
計 

医療給付費分 63 万円 30 0 30 

後期高齢者支援金分 19 万円 30 0 30 

介護納付金分 17 万円 30 0 30 

 

 

３．保険料（税）の統一について 
 国のガイドラインでは、市町村間の保険料（税）の違いなど市町村国保が抱える構造的な

課題に対応し、負担の公平化を進めるため、将来的に保険料（税）の統一を図ることとされ

ています。 

 本県では、各市町村の医療費水準に格差があることから、直ちに統一保険料（税）を導入

することは、保険料（税）負担に激変をもたらす恐れがあると考えられます。 

また、医療費水準に格差がある現状において、直ちに統一保険料（税）を導入することは、

市町村の医療費適正化へのインセンティブが働かなくなる恐れもあると考えられます。 

 これらのことから、保険料（税）については、平成 30 年度においての統一は行わないこ

ととしました。 

 一方で、上述の課題に対応するために、将来的には令和 9年度（国保制度改革から 10年

間）までの期間で統一保険料（税）を目指すこととします。 

 また、算定方法についても保険料（税）と同じく令和 9年度までの期間で資産割を廃止し

3方式に統一することを目指します。 

 その際、統一保険料（税）導入の前提として、当該期間で県内における医療費水準の平準

化が必要なことから、その実現に向けて医療費の適正化に取り組むこととします。（「第６ 

医療費の適正化の取組に関する事項」参照） 

 

 

４．標準的な保険料（税）算定方式 
 標準的な保険料（税）の算定方式を定める際には、各市町村の実態も踏まえて、市町村に

おける標準的な保険料（税）率算定方式を定めることとします。 

本県の標準的な保険料（税）の算定方式については、所得割、均等割、平等割の「3方式」

を標準とします。 
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５．標準的な収納率 
標準的な収納率は、収納率目標とは異なり、県内における市町村標準保険料（税）率を算

定するに当たっての基礎となる値です。仮に、実態よりも大幅に高い収納率を基に市町村標

準保険料（税）率を算定した場合には、その分、市町村標準保険料（税）率も引き下がり、

結果としてその市町村標準保険料（税）率を参考にした市町村は、本来必要な保険料（税）

収入を集めることができなくなるおそれもあります。 

このため、標準的な収納率の算定に当たっては、各市町村の収納率の実態を踏まえた実現

可能な水準としつつ、かつ、低い収納率に合わせることなく、例えば、保険者規模別や市町

村別などにより適切に設定することとします。 

具体的には、各市町村の過去 5年間の平均収納率を標準的な収納率とします。 

 

 

６．賦課限度額 
 賦課限度額は、県内では政令に定める基準どおりとしている市町村が全てであることか

ら、当該基準による賦課限度額で設定します。 

 

 

７．応能割と応益割の賦課割合 
 標準保険料（税）を算定するための賦課割合は、市町村の応能割・応益割の状況及び改正

前の地方税法の標準基礎課税総額に対する標準割合を参考にして、所得割、均等割、平等割

の割合を「50：35：15」とします。 

 

 

８．標準保険料（税）率算定に使用する係数 
 標準保険料（税）率算定に使用する係数のうち、医療費水準反映係数「α（アルファ）」

については、後述する納付金算定の場合と同様、α＝１とします。しかしながら、令和 9年

度までの統一保険料（税）を目指していることから、医療費水準平準化のため医療費適正化

に取り組みつつ、医療費水準反映係数を反映させないことへ向けて市町村と協議しながら

検討していくこととします。 

 

 一方、所得シェア反映係数「β（ベータ）」については、納付金算定においては後述のと

おり全国平均と比較した本県の所得水準（約 0.81）を用いることとしますが、標準保険料

（税）率の算定においては、現在の県内の応能割と応益割の賦課割合がおよそ 53: 47 とな

っていることを踏まえ、現状を維持できるよう、β＝1と設定します。 
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９．納付金制度の概要 
これまで、各市町村の収支については、市町村個々の運営に任されていましたが、新制度

においては、国保事業費納付金制度が導入され県内全市町村による相互扶助の仕組みとな

りました。 

 新制度では、県は県全体の保険給付に係る費用を推計し、国費や県費などの公費を差し引

いた上で、市町村が保険料（税）として徴収すべき額を算定します。納付金総額を市町村ご

とに所得（応能）及び被保険者数等（応益）のシェアにより按分し、医療費水準を考慮した

上で市町村ごとの納付金を決定します。その際、県は各市町村が納付金を納めるために必要

な標準的な保険料（税）率を示します。 

市町村は県が決定した納付金を納めるため、県から示された標準的な保険料（税）率を参

考に料（税）率を決定し、被保険者に対し賦課・徴収を行い、被保険者からの保険料（税）

を財源として、県に納付金を支払います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１０．納付金の算定方法 
具体的な納付金の算定は、令和 2年 5月 8日付け保発 0508 第 9号厚生労働省保険局長通

知（以下「ガイドライン」という。）に記載されている原則に基づいて行うものとします。 

 

＜納付金算定の数式＞ 

市町村の納付金の額＝ 

 （県全体の必要額）×｛α×（年齢調整後の医療費指数－１）＋１｝ 

          ×｛β×（所得（応能）のシェア）＋（人数（応益）のシェア）｝ 

           ÷（１＋β）×γ 

 

 α：医療費水準（後述） 

 β：所得水準（後述） 

 γ：調整係数（各市町村の総額を都道府県の総額に合わせるための調整係数） 

 



30 
 

１１．納付金算定に使用する係数 
（１）医療費水準反映係数「α」 

 ガイドラインは市町村ごとの医療分の納付金算定の際、それぞれの医療費水準を考慮す

ることとしており、納付金に医療費水準を反映させる係数として「α」を用いることとして

います。 

市町村ごとの納付金は、所得（応能）と被保険者数等（応益）のシェアで按分された金額

に年齢調整後の医療費指数（※）を乗じることにより算出されますが、年齢調整後の医療費

指数をどの程度納付金に反映させるかを決める係数がαです。αを１にすると医療費水準

を 100％納付金に反映させることになり、反対にαを０にすると医療費水準を納付金に全く

反映させないということになります。 

なお、ガイドラインでは将来的には、都道府県での保険料（税）の統一を目指すこととし、

αを徐々に０に近づけ、あるいは医療費指数を反映させないこと（α＝０）も可能とされて

います。 

 
※全国平均と比較した当該市町村の医療費水準のこと。全国平均と医療費水準が同じなら１、１を超えると全国平均

より高く、１未満であれば全国平均より低いということになります。 

 

 

 

 本県においては、平成 30 年度の県内市町村の１人当たり医療費に約 1.8 倍（年齢調整前）

の格差が存在し、医療費水準を反映させないとすると、現在医療費水準が低い市町村の保険

料（税）率が急激に上昇するおそれがあること。また、医療費水準を納付金に反映させるこ

とにより、市町村の医療費適正化の努力が期待できることから、αの値を１とし、医療分の

納付金に医療費水準を反映させるものとしています。しかしながら、令和 9年度までの統一

保険料（税）の導入を目指していることから、医療費水準平準化のため医療費適正化に取り

組みつつ、医療費水準反映係数を反映させないことへ向けて市町村と協議しながら検討し

ていくこととします。 

 

（２）所得シェア反映係数「β」 

 所得係数「β」は所得（応能）のシェアをどの程度納付金の配分に反映させるかを調整す

る係数です。ガイドラインでは、全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて設定する
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ことを原則としています。 

 全国平均と同じ所得水準の都道府県はβ＝1となり、応能に応じて配分する納付金と応益

に応じて配分する納付金の割合が 1：1となります。本県の所得水準は、令和 2年度納付金

算定では全国平均の所得水準を下回る約 0.81 となっており、応能に応じて配分する納付金

と応益に応じて配分する納付金の割合が県全体では約 0.81：1 となります。 

 全国平均と比較した都道府県の所得水準に応じて設定しない場合、県内において所得シ

ェアが高い市町村に対して、納付金の割り当てが過度に多くなる恐れがあるため、本県にお

いては、ガイドラインの原則どおり、全国平均と比較した本県の所得水準に応じて設定する

ものとします。 

 

 （３）調整係数「γ」 

 調整係数「γ（ガンマ）」は、各市町村の納付金額の積み上げが、医療費水準などの影響

で県の必要総額と異なる場合、必要総額に合わせるための調整係数であり、この係数を用い

て納付金額の調整を行います。 

 

１２．保険者努力支援制度の都道府県分の扱い 
 保険者努力支援制度は、運営安定化や医療費適正化に係る都道府県や市町村の努力に応

じて、交付金が交付される制度です。 

 この保険者努力支援制度による交付金のうち、県に交付された交付金（予防・健康づくり

支援に係る部分のうち事業費連動部分も含む。）については、県全体の納付金総額から差し

引くこととします。 

 

１３．激変緩和措置 
 新制度施行に伴い、市町村で本来集めるべき１人当たり保険料（税）が、一定割合以上増

加すると見込まれる場合、県繰入金により、激変緩和措置を講じることとしています。 

 なお、激変緩和措置の実施期間は、平成 30 年度から令和 8 年度までの 9 年間とします。 

 激変緩和措置は、国のガイドラインに従って実施することとし、具体的な措置方法は以下

の通りとします。 

 ①暫定措置公費の投入 

 国民健康保険制度改革に伴い、国からの公費が拡充されていますが、そのうち激変緩和解

消のための暫定措置分としての交付分を、激変緩和措置に用います。 

 ②下限割合による調整 

 国民健康保険制度改革に伴い、保険料（税）負担が大幅に減少する市町村について、一定

の下限割合を下回って負担が減少する場合に、県 1号繰入金の配分額を薄める一方で、保険

料（税）が大幅に増加する個別市町村に重点配分することで、激変緩和を行います。 

 ③県繰入金の活用 

 市町村ごとの状況に応じたきめ細やかな対応を行うために設けられている県繰入金にお
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いて、保険料（税）の急激な増加を避けるために当該市町村に対し交付することで、激変緩

和を行います。 

④特例基金の活用 

 「第２」の「５．財政安定化基金の運用」で記した、県に設置される財政安定化基金にお 

いて、令和 5年度までの特例として、③県繰入金の活用により他の市町村の納付金の額に大

きな影響が出ないように調整を行うにあたって、当該基金を活用することとします。 

 

 なお、実際の激変緩和措置の実施については、上記①～④の方法をもとに、納付金算定結

果や県繰入金、特例基金の額などを踏まえて判断することとします。 
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第４ 市町村における保険料（税）の徴収の適正な実施に関する事項 
 

１．趣旨 
保険料（税）は、国保財政の「収入面」に当たるものであり、これを適正に徴収すること

が国保の安定的な財政運営の大前提となるものです。 

しかし、国保の保険料（税）については、市町村ごとに賦課総額の設定や徴収事務の実施

方法にばらつきがあることから、これらについて県内において一定程度統一の方針を定め

るとともに、県が必要な支援を行うことで、保険料（税）収入の確保を図っていく必要があ

ります。 

本章では、市町村が収納率を向上させ、必要な保険料（税）を徴収することができるよう、

その徴収事務の適正な実施のため取り組む事項等を定めます。 

 

２．現状の把握 
本県における保険料（税）の収納率の推移、徴収方法、滞納処分等収納対策の実施状況に

ついては以下の通りです。 

 

（１）収納率の推移（再掲） 

 本県における平成 30年度の平均収納率は 94.44％で、全国平均の 92.85％と比較し、1.59

ポイント高くなっています。近年では平成 24 年度に低下しましたが、平成 25 年度以降は

毎年度上昇を続けています。 

 

 
（出典：国民健康保険事業年報） 

※収納率は、居所不明分調定額を控除した調定額で算出 

※介護納付金分及び後期高齢者支援金分を含む 
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（２）市町村別の収納率の状況（再掲） 

県内市町村国保の保険料（税）の収納率については、年齢構成及び所得分布等の差異によ

り、都市部を中心に収納率が比較的低い傾向にあり、規模が小さい 3 千人未満の町村の収納

率が比較的高い傾向にあります。 

 
（出典：国民健康保険実施状況報告） 

 

（３）徴収方法の割合 

 市町村国保における保険料（税）の徴収方法は、年金から引き落とされる特別徴収とそれ

以外の普通徴収に大別され、普通徴収は、銀行窓口等で納付する「自主納付」、指定口座か

ら自動引き落としされる「口座振替」、自治会等が徴収する「納付組織による徴収」に区分

されます。うっかり納め忘れがない、口座振替への切り替えが期限内納付を促進する上で有

効な対策と考えられますが、平成30年度における口座振替の割合を見ると、県平均で42％、

最も高い日高町で 52％、最も低い湯浅町、かつらぎ町で 25％となっており、市町村によっ

て差が生じています。 

 

3 千人未満 
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（４）保険料（税）の滞納世帯数・割合 

 本県における滞納世帯数及び全世帯に占める滞納世帯数の割合は減少傾向にあり、令和

元年 6 月 1 日時点では、滞納世帯数が 15,895 世帯、滞納世帯割合は 10.5％となっていま

す。 

 滞納世帯割合について、市町村別に見ると、御坊市が最も高く 15.0％、北山村が最も低

く 2.7％となっており、 市町村間で差が生じています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

28,051 
24,647 

22,209 

20,135 
16,708 15,895 

16.1%

14.0%

13.0%
12.2%

10.4% 10.5%

10.0%

12.0%

14.0%

16.0%

18.0%

20.0%

12,000

17,000

22,000

27,000

32,000

H26 H27 H28 H29 H30 R1

滞納世帯数・滞納世帯割合の推移

滞納世帯数

滞納世帯割合

（世帯）

出典：予算関係等資料の作成について（厚生労働省保険局国民健康保険課調査）様式第 16 の 1 

各年 6 月 1 日時点の数値 
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（５）短期被保険者証交付世帯数・割合 

 国保保険料（税）の未納がある場合には、市町村の判断により、通常の被保険者証と比べ

有効期間が短い短期被保険者証を発行することができます。これは、市町村の窓口で短期証

を発行することを通じて、保険料（税）未納者との接触の機会を増やし、自主的な納付など

を直接働きかけることを目的として設けられたものです。 

 本県における短期被保険者証の発行世帯数及び発行割合は、近年減少傾向にあり、令和元

年６月１日時点では、発行世帯数が 5,562 世帯、発行世帯割合は 3.7％となっています。 

 発行世帯割合について、市町村別に見ると、田辺市が最も高く 5.0％、北山村が最も低く

0％となっており、市町村間で差が生じています。 
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（６）被保険者資格証明書の交付世帯数・割合 

 被保険者資格証明書は、やむを得ない特別な事情がないにもかかわらず、１年間保険料

（税）を滞納している世帯主に対し、被保険者証の返還を求め、それに代わるものとして交

付されるもので、悪質な保険料（税）滞納者対策として設けられた制度です。 

原則として、被保険者資格証明書の交付を受けている世帯主の世帯に属する被保険者が

保険医療機関で療養を受ける場合には、一旦診療費用の全額を負担し、後に保険者に療養費

の支払いを求めることになります。 

本県における被保険者資格証明書の発行世帯数及び発行割合は、短期被保険者証と同じ

く、近年減少傾向にあり、令和元年 6 月１日時点では、発行世帯数が 1,820 世帯、発行世帯

割合は 1.2％となっています。 

 

 

 

 

 
 

3,488 3,105 2,656 2,213 2,130 1,820 
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H26 H27 H28 H29 H30 R1

被保険者資格証明書 発行世帯数・発行割合の推移

発行世帯数

発行世帯割合

（世帯）

出典：予算関係等資料の作成について（厚生労働省保険局国民健康保険課調査）様式第 16 の 1 
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 （７）収納対策・滞納処分の実施状況 

 市町村は、国民健康保険担当課または税務担当課において、収納率の向上に向けた取組を

それぞれ実施し、未納者に対しては、督促、催告を行い、悪質な滞納者に対しては差押等の

滞納処分を行っています。 

 滞納処分については、平成 30 年度において、県全体で延べ 2,234 世帯、約 6億 2700 万円

の債権額に対し差押えを実施しています。 

 

 

 

 

 

 

平成30年度における滞納処分の状況・収納対策の取組状況

延べ差押数

（世帯）

差押金額※

（円）

コンビニ

収納

インター

ネット

公売

滞納者への

低利融資や

入札資格等

の制限

休日・

夜間相談

成人式を

活用した

制度周知・

広報

財産調査

和歌山市 113 37,879,201 ○ ○ ○
海南市 45 9,655,338 ○ ○ ○ ○ ○
橋本市 276 116,871,614 ○ ○ ○ ○ ○
有田市 45 23,452,142 ○ ○ ○ ○ ○
御坊市 2 1,212,800 ○ ○ ○
田辺市 192 37,595,246 ○ ○ ○ ○ ○
新宮市 39 1,918,807 ○ ○ ○ ○ ○
紀美野町 14 2,290,835 ○
紀の川市 427 119,255,899 ○ ○ ○ ○ ○
岩出市 328 48,617,187 ○ ○ ○ ○ ○
かつらぎ町 10 5,100,800 ○ ○ ○ ○
九度山町 1 9,890 ○ ○
高野町 1 6,300 ○ ○
湯浅町 6 731,014 ○ ○ ○ ○
広川町 13 2,630,670 ○ ○ ○
有田川町 67 18,639,716 ○ ○ ○ ○
美浜町 0 0 ○ ○ ○ ○
日高町 11 2,556,131 ○ ○ ○ ○ ○
由良町 6 1,360,200 ○ ○ ○ ○
日高川町 11 1,095,900 ○ ○
みなべ町 5 126,559 ○ ○ ○ ○ ○
印南町 0 0 ○ ○ ○
白浜町 378 126,339,368 ○ ○ ○
上富田町 86 46,183,359 ○ ○ ○
すさみ町 14 840,874 ○
串本町 81 11,288,720 ○ ○ ○ ○
那智勝浦町 63 11,256,868 ○ ○ ○
太地町 0 0
古座川町 0 0 ○ ○ ○
北山村 0 0

県計 2,234 626,915,438

※「差押金額」欄は、差押に係る債権額（滞納保険料（税）額）

保険者名

収納対策の取組状況滞納処分の状況（H30）
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３．収納対策の実施 
国保財政の安定化、被保険者間の公平性の観点からも、保険料（税）の収納率の向上は重

要な課題であり、市町村保険者は今後も引き続き、口座振替の推進、滞納処分の実施等、収

納率向上に資する取組を実施します。 

特に、収納率目標を下回る市町村保険者については、収納不足についての要因分析（滞納

状況、口座振替率、人員体制等）を行い、重点的に収納率向上対策に取り組むものとします。 

また、県は必要に応じて市町村保険者に技術的助言を行うとともに、次の通り、滞納整理

事務の共同実施に努めます。 

① 滞納整理事務の共同実施 

国保保険料（税）も含めた市町村税の滞納額を短期間で圧縮するなど徴収状況の早期改

善を図るため、平成 18年４月に和歌山県と全市町村が共同して和歌山地方税回収機構（以

下「機構」という。）を設立しています。 

滞納者に対しては、納付相談等きめ細やかな対応を引き続き市町村において行うとと

もに、機構の有する３か月の短期スタッフ職員制度、併任派遣制度やコンサルティング制

度を活用した徴収技術の向上を図ります。 

② 収納担当職員に対する研修会の実施 

各種収納対策研修会に各市町村担当職員を積極的に参加できるよう調整します。 

その際、既存の研修会に引き続き参加できるようにするとともに、国保保険料（税）の

徴収・滞納整理に特化した研修会の実施など、市町村の要望を踏まえた上で実施するよう

努めます。 

 

４．収納率目標 
国民健康保険は、必要となる医療費、後期高齢者支援金、介護納付金を一部負担金、公費、

前期高齢者交付金と保険料（税）で賄うものです。保険料（税）は、相互扶助の考え方に基

づき、被保険者にとって過重な負担とならないよう配慮しながら、適切に賦課・徴収される

必要があり、国保財政の安定化、県民の公平性の観点からも、保険料（税）の収納率の向上

は重要な課題となっています。 

よって、各市町村の収納率の実態を踏まえ、以下の通り、保険者規模別に収納率目標を定

めることとします。 

また、その達成状況に応じて県が技術的助言を行い、その達成に資する取組に対して保険

給付費等交付金（県繰入分（2号分））により支援することとします。 

 

保険者規模別の収納率目標
年間被保険者数 収納率

３千人未満 97%
３千人以上５千人未満 96%
５千人以上１万人未満 95%
１万人以上２万５千人未満 94%
２万５千人以上５万人未満 93%
５万人以上 91%



40 
 

第５ 市町村における保険給付の適正な実施に関する事項 
 

１．趣旨 
保険給付は保険制度の基本事業であり、保険料（税）の賦課・徴収と異なり、統一的なル

ールの下にその事務が実施されているところですが、不正請求への対応、療養費の支給の適

正化、第三者の不法行為に係る損害賠償請求（以下「第三者求償」という。）、過誤調整等の

ように、広域的な対応が必要なものや一定の専門性が求められるものなど、市町村のみでは

効率的に対応しきれない場合があります。 

また、県が保険者となることにより、県内であれば高額療養費の多数回該当に係る該当回

数が通算されることなど、保険給付の実施に当たり、新たな取扱いも生じることとなります。 

本章では、国保財政を「支出面」から管理する上で、保険給付の実務が法令に基づく統一

的なルールに従って確実に行われ、必要な者に必要な保険給付が着実になされるようにす

るために取り組む事項等を定めます。 

 

２．現状の把握 
各市町村における保険給付の適正な実施に関する取組状況については次の通りです。 

 

（１）レセプト点検の実施状況 

保険医療機関が保険診療を行ったときは、診療報酬明細書（以下「レセプト」という。）

により保険者に対し保険請求を行います。市町村保険者は保険医療機関からのレセプト請

求に対し、審査・支払いすることになりますが、審査支払い業務については、和歌山県国民

健康保険団体連合会（以下「国保連合会」という。）に委託しています。 

国保実施状況報告によると、保険医療機関からのレセプト請求の点検実施による点検効

果額は平成 30年度実績で一人当たり 1,638 円と全国平均の 2,051 円を下回っており、点検

効果率についても 0.54％と全国平均の 0.70％を下回っている状況にあります。 

 

（２）市町村が取得した第三者求償の実施状況 

 被保険者が第三者の不法行為（交通事故等）によって傷病等を受け、医療機関等で治療を

受ける場合、その医療費の支払いについては、原因となった第三者が負担することとなりま

すが、市町村は被保険者から第三者に対して有する損害賠償請求権を取得し、第三者に対し

保険給付費等を請求する「第三者求償事務」を実施しています。 

 この第三者求償事務の県内市町村での実施状況は次の通りです。 

 

平成 30 年度における第三者求償事務実績 

調定件数 調定額 収納額 

305 件 109,932 千円 109,932 千円 

（出典：平成 30 年度国民健康保険事業実施状況報告） 
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（３）柔道整復療養費に関する患者調査の実施状況 

 療養費は一定の支給要件を備えた場合で、被保険者証を利用して受診することが出来な

い等のやむを得ない理由が認められる場合に支給されるものですが、その中で柔道整復療

養費は例外的な取扱いとして、施術者が療養費を保険者に請求する受領委任形式により支

給しています。 

 国からの通知により、柔道整復療養費適正化への取組として、多部位、長期又は頻回の施

術を受けた被保険者等への調査の実施に努めるとされています。 

 県内で柔道整復療養費に関する患者調査を実施している市町村は、全体の 36.7％となっ

ています。 

 

 

３．適正な保険給付に資する取組の実施 
（１）療養費の支給の適正化 

県は、市町村ごとの実情を把握の上、取組の進んでいる市町村の事例の情報提供等を通じ

た好事例の横展開、療養費の支給に関するマニュアルの作成、市町村に対する定期的・計画

的な指導・助言の実施等、療養費の支給の適正化に資する取組の実施に努めます。 

 

（２）レセプト点検の充実強化 

レセプトの二次点検を国保連合会に委託している市町村については、引き続き、国保連合

会に委託するものとします。 

一方、国保連合会が行う二次点検について、より効果的・効率的なものとなるよう、県は

指導・助言を行うこととします。 

また、県は、システムにより提供される医療保険と介護保険の突合情報を活用した効率的

な点検を促進するとともに、市町村に対する定期的・計画的な指導・助言の実施等、レセプ

ト点検の充実強化に資する取組の実施に努めます。 

 

（３）第三者求償や過誤調整等の取組強化 

県は、市町村における第三者求償事務の取組に関する数値目標や取組計画等を把握し、Ｐ

ＤＣＡサイクルの循環により継続的に取組が改善されるよう、第三者求償事務に関する技

術的助言を行うアドバイザーの市町村への派遣の調整や、市町村に対する定期的・計画的な

指導・助言の実施等、第三者求償事務の取組強化に資する取組の実施に努めます。 

また、被保険者資格喪失後の受診により発生する返還金の保険者間の調整については、被

保険者等の負担の軽減及び市町村等における速やかな債権の回収という点を考慮し、厚生

労働省がその事務処理の枠組みを示しており、県は、市町村の実情を把握の上、この枠組み

の普及・促進に資する取組の実施に努めます。 
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（４）県による保険給付の点検、事後調整 

レセプト点検については、現在、市町村において実施されているところですが、新制度に

おいても、保険給付の実施主体が引き続き市町村となることから、レセプト点検は一義的に

は市町村が実施すべきものです。 

一方、平成 30年度以降、県が財政運営の責任主体となることに伴い、県は、法第 75条の

3 から第 75 条の 6 までの規定に基づき、広域的又は医療に関する専門的な見地から、市町

村が行った保険給付の点検等を行うことが可能となりますが、具体的には以下の取組が考

えられます。 

 

① 広域性の見地 

県内他市町村への転居後の状況も含めて請求情報を把握することが可能となるた

め、同一医療機関で算定回数が定められている診療行為等について、県内他市町村に

転居した場合にも適切な請求がなされているかを県が点検することが考えられます。 

また、同じ申請内容が複数の市町村に対して行われているような療養費の不正請求

事案の場合、市町村のみで点検を行っていては不正請求を見抜くことは難しいが、県

が点検を行うことで、県内における療養費の申請状況を把握することが可能となり、

不正請求の発覚につなげることができるものと考えられます。 

 

② 専門性の見地 

給付前の時点における国保連合会及び市町村による審査・点検が重要であると考え

られます。一方で、市町村によって件数に違いがあることから、市町村ごとに給付後

の二次的な点検を行うための体制を整える（担当者の教育・研修の実施など）には負

担が大きい場合もあると考えられます。この点、県は比較的その体制を整えやすい環

境にあるため、次のような給付後の二次的な点検を実施することが考えられます。 

・県が保有している他の情報（立入検査の情報など）を組み合わせることにより県が

点検を行うこと。 

（立入検査で把握した理学療法士、作業療法士等の配置人数をもとに、１日あたりの

リハビリの算定回数がその人数では認められない回数を算定していないかを点検

する等）。 

・柔道整復師の施術の療養費等に係る受領委任の協定締結主体でもある県において、

当該療養費を点検すること。 

・海外療養費の支給における支給内容の点検等の支援。 

 

以上の観点からの取組について、県は実施に努めるものとしますが、県による点検には一

定の費用がかかることから、費用対効果、実施方法について検討し、効果的なものを実施す

ることとします。 
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 また、県は、保険医療機関等による大規模な不正が発覚した場合に、県内の複数の市町村

にまたがるなど、広域的に処理することにより効率的・効果的に返還金の徴収等が行われる

ことが期待できる場合に、県が市町村からの委託を受けて不正請求等に係る費用返還を求

める等の取組を行うことについての検討を、市町村と協議の上進めていきます。 

 

 

４．高額療養費の多数回該当の取扱い 
平成 30 年度以降は、県も国民健康保険の保険者となることに伴い、市町村をまたがる住

所の異動があっても、それが同一県内であり、かつ、世帯の継続性が保たれている場合は、

平成 30 年 4 月以降の療養において発生した、転出地における高額療養費の多数回該当に係

る該当回数を転入地に引き継ぎ、前住所地から通算することとされています。 

こうした取扱いが適正に実施されるよう、国保保険者標準事務処理システムの一つとし

て開発された「国保情報集約システム」により、市町村における資格管理情報や高額療養費

の該当情報等を都道府県単位で集約・管理することのほか、世帯の継続性に係る判定につい

て、次の通り定めます。 

 

【世帯の継続性に係る判定】 

① 一の世帯で完結する住所異動について 

○単なる住所異動等の一の世帯のみで完結する住所異動の場合には、世帯の分離や合 

併を伴わないため、世帯の継続性を認めるものとします。 

なお、一の世帯で完結する異動とは、次のいずれかに該当するものとします。 

 

ア 他の世帯と関わらず、当該世帯内の世帯主及び国保被保険者の数が変わらない住

所異動。 

具体的には、単なる転入及び世帯主の変更を伴う住所異動が該当します。 

イ 他の世帯と関わらず、資格の取得又は喪失による当該世帯内の世帯主及び国保被

保険者の数の増加又は減少を伴う場合の住所異動。 

具体的には、出産、社会保険離脱及び生活保護廃止等による資格取得又は死亡、社

会保険加入及び生活保護開始等による資格喪失を伴う住所異動が該当します。 

 

② 一の世帯で完結しない住所異動について 

○世帯分離、世帯合併により一の世帯で完結しない住所異動（他の世帯からの異動に 

よる世帯主及び国保被保険者の数の増加及び他の世帯への異動による世帯主及び国保

被保険者の数の減少をいう。）の場合には、次の通りとします。 

 

ア 世帯主と住所の両方に変更がない世帯に対して、世帯の継続性を認めるものとし 

ます。 
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  例えば、婚姻により子が独立して他市町村へ住所移動した場合の、元の住所地に残

る世帯主の変更がない親世帯が該当します。 

イ 転入する世帯の世帯主が主宰する世帯に対して、世帯の継続性を認めるものとし

ます。 

  例えば、子供世帯が実家世帯と合併すると同時に、当該子供が世帯主になって新た

な世帯を形成する場合が該当します。 
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第６ 医療費の適正化の取組に関する事項 
 

１．趣旨 
 国保の安定的な財政運営にあたっては、支出面の適正化に対する取組が重要です。 

 特に支出面の中心となっている医療費についての適正化を行うことで、国保財政の基盤

を強化するための取組等を定めることとします。 

 

２．現状の把握 
①データヘルス計画策定状況 

 データヘルス計画は、国民健康保険法に基づく保健事業の実施等に関する指針（厚生労

働省告示）に基づき、健診・レセプト情報等のデータの分析に基づいて保健事業をＰＤＣ

Ａサイクルで効果的・効率的に実施するための事業計画です。 

 データヘルス計画では、特定健康診査、レセプト等の情報を活用し、被保険者の生活習

慣の状況、健康状態、医療機関への受診状況、医療費の状況等を把握・分析し、これらの

分析結果に基づき、直ちに取り組むべき健康課題、中長期的に取り組むべき健康課題等を

明確にして、目標値の設定を含めた事業内容を取りまとめることとされています。 

 本県で令和元年度末までに 29 市町村がデータヘルス計画を策定しています。 

 

データヘルス計画策定状況 

平成 26～28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 計 

14 市町村 8 市町村 6 市町村 1 市町村 29 市町村 

（出典：厚生労働省予算関係資料 様式 12の 1） 

 

② 特定健康診査・特定保健指導の実施状況 

特定健康診査（以下「特定健診」という。）は、高齢者の医療の確保に関する法律の規

定に基づき医療保険者に義務づけられたもので、40 歳から 74 歳までの加入者を対象に実

施するものです。 

また、特定保健指導は、特定健診の結果により健康の保持に努める必要がある人に対し

て実施する保健指導のことです。 

当県における特定健診受診率は、毎年上昇しており、平成 30 年度は 35.5％となりまし

たが、全国平均（37.9％）よりも下回る状況が続いています。 
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（出典：国保中央会「市町村国保特定健康診査・特定保健指導実施状況」） 

 

また、特定保健指導実施率は、平成30年度は32.4％と前年に引き続き上昇しています。 

 

 
（出典：厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施結果」） 

 

③  後発医薬品（ジェネリック）の使用状況 

 本県の平成 31 年 3 月の調剤医療費における後発医薬品の割合は、数量ベースで 75.7％

となり、全国平均 77.7％を下回っています。（出典：厚生労働省「調剤医療費の動向調査」、

市町村国保計） 
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④ 市町村ごとの後発医薬品差額通知の実施状況 

 後発医薬品差額通知の実施状況については、平成 26 年度より全市町村で実施しており、

差額通知の実施件数は平成 30年度で 28,828 件となっています。 

 

  H25 H26 H27 H28 H29 H30 

市町村数 28 30 30 30 30 30 

実施件数（件） 23,775 25,597 29,761 27,984 28,030 28,828 

（出典：厚生労働省「国民健康保険実施状況報告」） 

 

⑤ 市町村における重複受診、頻回受診、重複投薬への訪問指導の実施状況 

重複受診、頻回受診、重複投薬の訪問指導の取組を実施した市町村は以下の通りです。 

 実施市町村数 

重複受診 11（H30） 

頻回受診 8（H30) 

重複投薬 25（R1） 

（出典：令和元年度県事務打合せ資料、令和 2年度努力支援交付金交付申請にかかる報告） 

 

 

⑥ 市町村における糖尿病性腎症の重症化予防の実施状況 

 糖尿病性腎症の重症化予防の取組を実施した市町村は、以下の通りです。 

 実施市町村数 

受診勧奨 29（R1） 

保健指導 29（R1） 

（出典：令和 2年度努力支援交付金交付申請にかかる報告） 

 

３．医療費の適正化に向けた取組 
医療費の適正化に向けて、県は、地域の実情を把握の上、取組の進んでいる市町村の事例

の情報提供等を通じた好事例の横展開や、市町村に対する定期的・計画的な指導・助言等の

医療費適正化対策の充実強化に資する以下の取組を行います。 

なお、医療費の適正化に向けた取組を推進するにあたっては、県・市町村が地域の医療機

関等の様々な関係機関の理解と協力を得て、連携して取り組むことが重要であることに留

意します。 

・データヘルス計画の策定促進 

 データヘルス計画未策定の市町村に対する計画策定の支援・助言を行います。また、策

定済みの市町村についてもＰＤＣＡサイクルによる効果的・効率的な事業実施について

の指導・助言を行います。 

・特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上 
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 実施率が低い要因の分析を行い、地域の実情に応じた工夫を図りつつ、より効果の上が

る取組の推進に努めていきます。 

 また、特定健診受診率、特定保健指導実施率の向上の取組が進んでいる市町村の事例に

ついて会議等を通じて情報提供し特定保健指導担当者の研修会を実施します。これらの

取組を通じて、特定健診、特定保健指導における担当者のレベルアップを県全体で図るこ

とにより、受診率、実施率の向上を目指します。 

・後発医薬品の利用率向上 

 後発医薬品の利用率向上に向けた広報を実施します。 

・重複受診、頻回受診、重複投薬への訪問指導の実施促進 

重複受診、頻回受診、重複投薬への訪問指導未実施の市町村に対する支援・助言を行い

ます。 

 また、訪問指導実施に際しては、対象となる被保険者の気持ちにも寄り添いながら、被

保険者の状況把握や重複・頻回の要因を分析し、その結果をもとに、個々の被保険者に対

して親切かつ充実した指導ができるよう、各市町村に対する支援・助言を行うことに努め

ます。 

・糖尿病性腎症重症化予防事業の実施 

 市町村の取組が円滑・効果的に推進されるように関係機関との連携体制の構築及び人

材育成を図るとともに、レセプトデータや健診データを活用した効果的・効率的な事業の

推進に努めていきます。 

・保険者努力支援制度を活用した医療費適正化への取組の促進 

 保険者努力支援制度では、医療費適正化等に係る都道府県や市町村の努力に応じて、交

付金が交付されます。 

 このうち、医療費適正化における評価指標については、積極的な取組により医療費の適

正化が図られるとともに、同制度による交付金をより多く受けることで、国保財政の改善

に資することとなります。 

 市町村の取組が対象となる評価指標については、改善等の取組について指導・助言を行

い、県の取組が対象となる評価指標については、当該項目における着実な実施に努めるこ

ととします。 

・被保険者に対する啓発 

 上記に掲げた医療費適正化の取組の中には、被保険者の方々の協力が必要となる項目

もあります。 

 被保険者自身が健康維持の取組の重要性を理解するとともに、適切な受診行動につい

ての理解を深め、その結果本項で掲げた医療費適正化の取組が実現できるよう、地域のか

かりつけの医師、歯科医師、薬剤師の協力のもと、特定健診の受診や後発医薬品の利用の

促進等の被保険者に対する啓発を行うこととします。 

 また、健康維持を図るためには、生活習慣病の予防が重要で健康的な生活習慣の確立は、

子供の頃から意識付けることが重要であることから、健康教育を実施します。 
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４．医療費適正化計画との整合性 
医療費の適正化に向けた取組を行うに当たっては、第 3期和歌山県医療費適正化計画（平

成 30年度から令和 5年度）に定める取組と整合性を図ります。 

 

５．将来的な保険料（税）統一との関係 
「第３ 市町村ごとの標準保険料（税）の算定方法に関する事項」の「３．保険料（税）

の統一について」で記したように、将来的には、令和 9年度（国民健康保険制度改革から 10

年間）までの期間で統一保険料（税）を目指すこととします。 

その前提として、当該期間で県内における医療費水準の平準化が必要なことから、その実

現に向けて当章で記した医療費適正化に取り組むこととします。 

 

６．被用者保険との連携の強化 
 国保被保険者の健康の保持、増進、そして国保における医療費の適正化のためには、現役

世代における若い時期からの予防の取組が重要であることから、被用者保険との連携・協力

が必要となります。 

 そのため、県は、これまでオブザーバーとして参加してきた「和歌山県保険者協議会」に

おいて平成 30年度からは構成員となり、同協議会における県全体での保険者間の連絡・調

整を通して、保険者の枠を超えた保健事業の実施等に向けて、国保の被用者保険との連携強

化に取り組むこととします。 
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第７ 市町村が担う事務の広域的及び効率的な運営の推進に関する事項 
 

１．趣旨 
 県は、市町村が担う事務の共通化、収納対策や医療費適正化対策の共同実施、職員に対す

る研修会の実施等、市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化に取り組みます。 

 

２．事務の標準化・共同化に向けた取組の検討 
 これまで各市町村が実施してきた国保事業における事務について、市町村間のばらつき

が見られる事項については、事務の標準化を検討していくこととします。 

その際、県は市町村間の各種事務の実施状況や運用方法の状況を把握するため、関連デー

タの収集の他、必要に応じて市町村の担当職員からの聞き取りを行う等して、各市町村にお

ける国民健康保険の事業の把握に努め、また市町村の意向・要望を聴取した上で進めていく

こととします。 

 

また、事務の共同化については、市町村が共同事業として国保連合会に委託しているもの

については、引き続き、国保連合会が受託、実施するものとした上で、今後効率化や経費節

減を図るために、市町村の意向・要望を把握した上で、更なる事務の共同化を市町村、国保

連合会と連携の上検討することとします。 

いずれについても、市町村連携会議及び作業部会（P51）において、具体的な標準化・ 

共同化が可能な項目について市町村、国保連合会と検討し、実施可能なものから取り組んで

いくこととします。そのなかでも、努力支援制度の対象となるものについては、交付金をよ

り多く受けることで国保財政の改善に資することとなるため、優先的に取り組むこととし

ます。 
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第８ 保健医療サービス・福祉サービス等に関する施策との連携に関する事項 
 

県は、国保データベース（ＫＤＢ）システムに代表される健康・医療情報に係る情報基盤

を活用し、市町村ごとの健康課題や保健事業の実施状況を把握するとともに、和歌山県健康

増進計画を踏まえ、市町村や国保連合会における保健事業の運営が健全に行われるよう、必

要な助言及び支援を行うよう努めます。 

また、県は、安定的な財政運営や、市町村が担う国民健康保険事業の効率的な実施の確保

その他の国民健康保険事業の健全な運営について中心的な役割を果たすために、市町村に

おける地域包括ケアシステムの構築に向けた取組の重要性に留意し、保健医療サービス及

び福祉サービスに関する施策・計画その他の関連施策との連携に関し、以下の取組の促進に

努めます。 

 

○保健事業と介護予防の取組との連携 

 ・訪問指導における保健医療・福祉・介護予防等のサービスの活用方法等に関する指導 

 ・国保総合保健施設の保健事業部門・介護支援部門・居宅サービス部門と国保直営診療

施設との一体的事業の実施 

○特定健診・特定保健指導と市町村の衛生部門における健診事業との連携 

 ・特定健診とがん検診の同時実施の推進 

○高齢者の保健事業と介護予防の取組との連携 

 ・市町村における国民健康保険の保健事業について、後期高齢者医療制度の保健事業と

介護保険の地域支援事業との一体的な実施 

 

 

第９ 関係市町村相互間の連絡調整その他県が必要と認める事項 
 
本運営方針に基づいた国保運営にあたっては、県・市町村及び国保連合会の間で引き続き

協議の場が必要となります。 

そのため、令和 3年度以降においても、和歌山県国保運営方針連携会議及び作業部会を必

要に応じて開催し、国保制度の円滑な実施を推進するとともに、本運営方針に記した取組を

継続的に検証・改善することとします。 
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●用語集 
用語 解説 

い 医療費適正化計画 高齢者の医療の確保に関する法律において、都道府県が定

めることとされている計画で、県民の健康増進を図り、生

活の質の維持・向上を目指すとともに、医療費の効率的な

提供に取り組むことにより、県民の医療費の負担が将来的

に過大なものとならず、誰もが安心して医療サービスを受

けられるよう、医療費の適正化を目指しています。 

か 介護納付金 国民健康保険事業を運営する市町村が徴収している介護

保険の第 2 号被保険者（40 歳～64 歳の方）の介護保険料

（介護保険の第 2号被保険者の保険料は、医療保険者が徴

収）を、社会保険診療報酬支払基金に対して納付する納付

金のことです。 

き 旧ただし書き方式によ

る課税標準額 

旧地方税法第 292 条第 4 項ただし書きの課税総所得金額

によって算定される方式のことです。 

一般に低所得者が多いといわれる国保保険者では、課税所

得の範囲が広い当該方式で所得割額を算定することを原

則としています。 

け 県繰入金 平成 30 年度に創設された県国民健康保険特別会計の財源

として、県が一般会計から支出するお金のことです。1号

交付金とは平成 29 年度までの県調整交付金の普通調整交

付金（医療費分）のことを、2号交付金は特別調整交付金

のことを指します。 

こ 後期高齢者医療制度 75 歳以上の後期高齢者及び 65 歳以上 74 歳以下で一定の

障害があり寝たきりとなっている高齢者を対象にした独

立した医療保険制度のことで、平成 20 年 4 月に創設され

ました。 

制度の運営は、保険料徴収については市町村が行い、財政

運営については都道府県単位で全市町村が加入する広域

連合が行っています。 

後期高齢者医療支援金 後期高齢者医療制度に対して拠出する支援金のことで、社

会保険診療報酬支払基金を通じて納付されます。 

後発医薬品（ジェネリッ

ク医薬品） 

先発医薬品の特許期間終了後に、先発医薬品と品質・有効

性・安全性が同等であるものとして厚生労働大臣が製造販

売の承認を行っている医薬品のことです。一般的に開発費

用が安く抑えられていることから、先発医薬品に比べて薬

価が低くなっています。 
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国保総合保健施設 国保直営診療施設に併設又は隣接し、国保直営診療施設と

一体となって保健・医療・福祉サービスを総合的に行う拠

点として、保健事業部門・介護支援部門・居宅サービス部

門それぞれの機能を一体的に有する施設のことです。 

国保直営診療施設 国保事業の根幹となる療養の給付を行う必要から、保険者

等が設置する病院または診療所のことで、その地域の被保

険者が療養の給付を受けることが困難な地域において、国

保事業運営の必要性から設置、運営されているものです。 

し 所得 「総所得金額及び山林所得金額」（地方税法第 314 条の 2

第 1 項）に「雑損失の繰越控除額」（地方税法第 313 条第

9 項）と「分離譲渡所得金額」（地方税法附則第 34 条第 4

項または同法附則第 35条第 5項及び同法附則第 35条の 2

第 6項など）を加えたもので、いわゆる「旧ただし書き方

式」により算定された所得総額（基礎控除前）に相当する

ものです。 

せ 前期高齢者交付金・納付

金 

会社等の退職により前期高齢者が大量に国保に加入する

ことで生じる保険者間の医療費負担の不均衡を調整する

ため、平成 20 年 4 月から前期高齢者財政調整制度が創設

されました。前期高齢者の加入率が全国平均に比べて下回

る保険者は納付金を拠出、上回る保険者は交付金の交付

を、社会保険診療報酬支払基金を通じて行われます。 

前年度繰上充用 会計年度経過後、その当該会計年度の歳入が歳出に対して

不足する場合に、翌年度の歳入を繰り上げて当該年度に充

てるものです。翌年度の歳出に、翌年度の歳入を財源とし

て繰上充用金を計上し、当該年度（翌年度からは前年度）

へ支出することとなります。 

ち 重複受診 一定期間連続して同一月に同一疾病の受診医療機関が複

数ある場合等のことをいいます。 

重複投薬 一定期間連続して同一月に同一薬剤を複数の医療機関か

ら処方されている場合等のことをいいます。 

ね 年齢調整 市町村ごとで被保険者数の年齢構成が違うことから、その

影響を排除するため、各市町村が全国平均の年齢構成とし

た場合の医療費水準を算出する作業のことです。 

ひ PDCA サイクル 事業を継続的に改善するため、Plan（計画）－Do（実施）

－Check（評価）－Act（改善）の段階を繰り返すことをい

います。 
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被保険者 被保険利益の主体として、傷病等の保険事故が発生した場

合に、保険給付として医師の診断や治療を受ける権利を持

つ者のことです。市町村が運営する国保の場合は、当該市

町村内に住所を有する者が被保険者となります（他の医療

保険制度の加入者や生活保護受給者等は適用除外）。 
 

退職被保険者等 市町村が行う国民健康保険の被保険者のうち、老齢または

退職を支給の事由とする被用者年金の受給権者で、当該年

金保険の加入期間が 20 年以上または 40 歳以降 10 年以上

の者をいいます。 

平成 20 年 4 月に前期高齢者財政調整制度が創設されたこ

とから、当制度は廃止となり、平成 26 年度までの間にお

ける 65 歳未満の退職被保険者等を対象として制度を存続

させる経過措置がとられています。 

一般被保険者 上記「退職被保険者」以外の被保険者のことです。 

頻回受診 一定期間連続して同一月に同一医療機関での受診が一定

以上ある場合等のことをいいます。 

ふ 賦課限度額 国民健康保険料（税）の算定においては、一定の限度が設

けられており、その上限額のことをいいます。令和 2年度

は医療分が 63万円、後期高齢者支援金分が 19 万円、介護

納付金分が 17万円と定められています。 

ほ 法定軽減世帯 国保法施行令、地方税法及び同法施行令に基づき、一定の

所得以下の世帯について保険料（税）を軽減する措置によ

り、保険料（税）が軽減（7割・5割・2割）された世帯の

ことです。 

保険給付 保険において、保険事故が発生した場合に支払われる給付

のことで、社会保険においては、物または診療行為たる役

務（サービス）の形で給付する現物給付と、金銭の形で行

われる現金給付がありますが、医療保険制度における給付

は現物給付が原則で、例外的に現金給付が行われることと

なっています。 

保険者 国民健康保険事業を経営する主体で、疾病、負傷、出産及

び死亡の保険事故が発生した場合に保険を引き受ける者

のことです。 
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保険料（税） 国保事業に要する費用（後期高齢者支援金等及び介護納付

金の納付に要する費用も含む）に充てるための徴収金のこ

とです。市町村国保においては、保険税を徴収しないとき

は保険料を徴収することとなります。 

保険料（税）算定額 算定額は、以下の 4つの額を合算して算定した額のことで

す。 

所得割額：総所得金額等を算定基礎とした算定額 

資産割額：固定資産税額等を算定基礎とした算定額 

均等割額：被保険者数に応じて算定される額 

平等割額：世帯数に応じて算定される額 

保険料（税）収納率 保険料（税）の収納額を調定額で割った割合です。 

＝保険料（税）収納額÷（保険料（税）調定額－居所不明

者分調定額） 

保険料（税）調定額 保険者が歳入の内容を調査して収入金額を設定する額の

ことで、保険料（税）算定額から軽減額、減免額、賦課限

度額を超える額を差し引いた額のことです。 

り 療養給付費交付金 退職被保険者等の医療給付に要する費用に充てるため、被

用者保険等保険者の拠出金を財源とした交付金のことで

す。 

療養諸費 現物給付された療養の給付等及び、現金給付された療養費

等の合計が療養諸費となります。 
 

診療費 療養諸費のうち、入院、入院外、歯科の診療で現物給付さ

れた費用が診療費となります。 

 


